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項 目 概  要 備  考 

Ⅰ． 清算資格取得手続

きについて 

１．清算資格取得申請の

手続きについて 

（１）清算資格取得申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 株式会社日本証券クリアリング機構（以下「当社」という。）の株券オ

プション清算資格、国債先物等清算資格又は株価指数先物等清算資格

を、平成１６年２月２日付で取得しようとする場合は、取得しようとす

る清算資格の種類及び清算資格の区分（自社清算資格又は他社清算資格

の別）を示して、当社に清算資格取得の申請を行い、当社の承認を得る

必要があります。 

 

※  平成１６年２月１日現在の（株）東京証券取引所（以下「東証」

という。）において有している清算資格と同種類の清算資格を取得

しようとする場合（全て自社清算資格）の財務基準は以下のとお

り清算資格の維持基準によります。 

項目 基準 

資本金注１ 3 億円以上 

純財産額・純資産額 3 億円以上 

自己資本規制比率（証券会社・外国証券会社） 120％以上 

自己資本比率（保険会社以外の登録金融機関） 4％（2％）以上注２ 

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ比率（保険会社） 100％以上 

（注）１．相互会社にあっては、基金（基金償却積立金を含む。）。 

   ２．括弧内の数値は、海外営業又は事業拠点を有しない場合。 

 

 

 

 

 

・ 株券オプション清算資格を

取得しようとする場合は、

現物清算資格を有している

ことが要件となります。 

 

 

 

・ 他社清算資格の取得申請を

行う場合又は現在東証にお

いて有してない種類の清算

資格の取得申請を行う場合

は、通常の清算資格の取得

基準によります。また、別

途、手続が必要となります

ので、早急に末尾連絡先ま

で御連絡ください。 
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項 目 概  要 備  考 

（２）申請手続き 

 

ａ．提出書類 

 

 

 

 

 

ｂ．提出期限 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．提出方法 

 

 

ｄ．清算資格取得手数

料 

 

 

（３）資格取得の承認 

 

 

 

・ 「清算資格取得承認申請書」等の別添１「提出書類一覧」に記載する書

類の提出が必要となります。 

 

 

 

 

・ 平成１６年１月１６日（金）（必着） 

 

平成１６年１月１６日までに、当社に清算資格の取得申請を行わ

ない、又は、他社清算参加者と清算受託契約を締結する旨を東証

に届け出ない場合は、翌営業日（１９日）より売買停止となりま

す。 

 

 

・ 当社あて郵送又は当社窓口へ直接提出してください。 

 

 

・ 清算資格取得手数料の納入は不要です。 

 

 

 

・ 清算資格取得の承認は、平成１６年１月下旬に行う予定です。当該承認

については、書面又は JSCCWAN を通じて御通知します。 

 

 

・ 提出書類には、全申請者が

提出を要するものと現在当

社の現物清算資格を有しな

い申請者のみが提出を要す

るものがあります。 

 

・ 各書類の最終提出期限は左

記のとおりとなりますが、

可能な限り本年内に御提出

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当社ホームページにも当該

承認について掲載します。 
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項 目 概  要 備  考 

Ⅱ． 清算資格取得以降

の各種届出・報告に

ついて 

 

１．主な届出事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 清算参加者は、以下に掲げる行為をしようとする場合は、あらかじめそ

の内容を当社に届け出てください。 

 

（１）  清算参加者代表者の選任及び解任 

（２） 日常業務代行者の選任及び解任 

（３） 決済業務責任者の選任及び解任 

（４） 証券業（登録金融機関にあっては証券業務）の廃止 

（５）  当該清算参加者が他の会社と合併して消滅することとなる場合の当該合併及び

当該清算参加者が他の会社と合併して会社を設立する場合の当該合併 

（６）  合併及び破産以外の事由による解散 

（７）  分割による営業（登録金融機関にあっては証券業務に関する営業又は事業をい

う。以下同じ。）の全部又は一部の他の会社への承継 

（８）  営業の全部又は一部の譲渡 

（９）  当該清算参加者が他の会社と合併して合併後存続することとなる場合の当該合

併 

（10）  分割による営業の全部又は一部の他の会社からの承継 

（11）  営業の全部又は一部の譲受け 

（12）  商号又は名称の変更（英文の商号又は名称の変更を含む。） 

（13） 役員の変更又は他の会社その他の法人の役員への就任若しくは退任 

（14） 本店その他の営業所又は主たる事務所その他の事務所の変更 

 

 

 

 

 

・ 提出書類一覧及び書類フォ

ーマット等は「JSCCWAN」に

掲載いたします。 
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項 目 概  要 備  考 

２．主な報告事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 清算参加者は、以下に掲げる事項に該当することとなった場合は、直ち

にその内容を当社に報告してください。 

 

（１）  損失の危険の管理方法、業務分掌の方法その他の業務の内容及び方法を定めた

とき又は変更したとき 

（２）  証券会社又は外国証券会社にあっては、証券業に係る営業を休止し、又は再開

したとき、登録金融機関にあっては、証券取引法（以下「法」という。）第６

５条の２第１項の登録に係る業務の営業又は事業を休止し、又は再開したとき

（３）  破産、再生手続開始、更生手続開始、整理開始若しくは清算開始又は特別清算

開始の申立てを行ったとき又はこれらの申立てが行われた事実を知ったとき 

（４）  支払不能となり又は支払不能となるおそれがある状態となったとき 

（５）  純財産額（登録金融機関にあっては、純資産額とする。以下同じ。）が３億円

を下回ったとき（当該清算参加者が他社清算参加者である場合は、純財産額が

２００億円を下回ったとき） 

（６）  資本の額又は出資の総額（相互会社にあっては、基金（基金償却積立金を含む。）

の総額）が３億円を下回ったとき 

（７）  証券会社又は外国証券会社にあっては、自己資本規制比率が１４０パーセント

を下回ったとき、保険会社以外の登録金融機関にあっては、海外営業又は事業

拠点を有する場合は国際統一基準に係る単体又は連結自己資本比率が４パー

セントを、海外営業又は事業拠点を有しない場合は国内基準に係る単体又は連

結自己資本比率が２パーセントを下回ったとき（外国銀行にあっては、これに

準ずる場合に該当したとき）、保険会社にあっては、ソルベンシー・マージン

比率が１００パーセントを下回ったとき（当該清算参加者が他社清算参加者で

ある場合は、証券会社又は外国証券会社にあっては、自己資本規制比率が２０

０パーセントを下回ったとき、保険会社以外の登録金融機関にあっては、海外

・ 提出書類一覧及び書類フォ

ーマット等は「JSCCWAN」に

掲載いたします。 
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項 目 概  要 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業又は事業拠点を有する場合は国際統一基準に係る単体又は連結自己資本

比率が８パーセントを、海外営業又は事業拠点を有しない場合は国内基準に係

る単体又は連結自己資本比率が４パーセントを下回ったとき（外国銀行にあっ

ては、これに準ずる場合に該当したとき）、保険会社にあっては、ソルベンシ

ー・マージン比率が４００パーセントを下回ったとき） 

（８）  大株主上位１０名（自己又は他人の名義をもって所有する株式の数が多い順に

１０名の株主をいう。）に関し変更があったとき 

（９）  法令の規定により処分若しくは処罰を受けたとき又は法令の規定による処分に

係る聴聞若しくは弁明の機会の付与が行われたとき 

（10）  指定市場開設者に加入又は脱退したとき（取引資格を取得したとき又は喪失し

たときを含む。） 

（11）  証券会社又は外国証券会社の役員にあっては、役員が法第２８条の４第９号イ

からへまでに掲げる者のいずれかに該当することとなったとき、登録金融機関

の役員にあっては、役員が破産の宣告、禁錮以上の刑又は法の規定により罰金

の刑を受けたとき 

（12）  民事事件に係る訴え（訴訟の目的の価額が３億円未満のものを除く。）を提起

され若しくは当該訴訟について判決等があったとき（上訴の場合を含む。）又

は民事調停法による調停（調停を求める事項の価額が３億円未満のものを除

く。）を申し立てられ若しくは当該調停事件が終結したとき 

（13）  法第５９条又は外国証券業者に関する法律第３１条に基づくモニタリング調査

表（他社清算参加者である登録金融機関にあっては、当社が定める主要勘定状

況表とする。）を作成したとき 

（14）  証券会社又は外国証券会社にあっては、営業報告書（証券会社に関する内閣府

令（平成１０年総理府・大蔵省令第３２号）第３２条第２項（外国証券業者に

関する内閣府令（平成１０年総理府・大蔵省令第３７号）第３０条第２項にお
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項 目 概  要 備  考 

 

 

 

 

 

 

３．その他の主な提出書

類 

 

 

 

 

 

 

４．提出方法 

 

 

 

 

いて準用する場合を含む。）に規定する添付書類を含む。）を作成したとき、登

録金融機関にあっては、業務報告書又は中間業務報告書を作成したとき 

（15） 当社が定める決算概況表又は中間決算概況表を作成したとき 

（16） 当該清算参加者を指定清算参加者として指定している非清算参加者が決済を

履行しない場合又はそのおそれがある状態となったとき 

 

（１）  決済代金の授受に使用する銀行を変更するとき 

（２）  預託金等の差入・返戻に使用する銀行を変更するとき 

（３） 国債ＤＶＰ決済に使用する口座を変更するとき 

（４） モニタリング調査表連絡先を変更するとき 

（５） 資金決済・証券決済・預託金等に関する担当部署等を変更するとき 

（６） 総務（事務手続）・経理（手数料）関係の担当部署等を変更するとき 

（７） 国債ＤＶＰ決済に関する担当部署等を変更するとき 

  

・「モニタリング調査表」【月次】 

・「決算概況表・中間決算概況表」【半期毎】 

⇒「JSCCWAN」による提出 

 

・その他の書類 

⇒郵送又は当社窓口まで直接提出 

 

 

 

 

 

 

・ 提出書類一覧及び書類フォ

ーマット等は「JSCCWAN」に

掲載いたします。 

 

 

 

 

 

・ 「モニタリング調査表」は、

調査対象月の翌月 20 日ま

でに提出してください。 

・ 「モニタリング調査表」及

び「決算概況表・中間決算

概況表」の提出は、証券会

社又は外国証券会社が対象

となります。 
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以上 

【お問合わせ・御連絡先】 

株式会社日本証券クリアリング機構 企画業務グループ 

住  所：〒１０３－００２６ 

東京都中央区日本橋兜町２番１号 

電  話：０３－３６６５－１３９６ 

        ０３－３６６５－１２３４（当社代表） 

ﾌｧｸｼﾐﾘ：０３－３６６５－１２３５ 

電子ﾒｰﾙ：info@jscc.co.jp 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：http://www.jscc.co.jp/ 

JSCCWAN ｱﾄﾞﾚｽ：https://www.js-clearing.target.ne.jp/ 



 

先物・オプション取引に係る清算機関の移行の取扱いに関するスケジュール 
 

日程  
項目 清算資格取得申請手続き ＪＳＣＣＷＡＮ手続き※１等 

2003年 12月 

 
○東証先物・オプション取引に係る清算資格の取得手

続き等に関する説明会 
 
 
≪清算資格取得承認申請書等の提出≫ 

 
ＪＳＣＣＷＡＮ利用申込み手続き・参加者テスト

等を説明 
 
  ≪ＪＳＣＣＷＡＮ利用申請書等の提出※２≫ 
 
○ＪＳＣＣＷＡＮ利用申請書の提出期限（24日） 
○参加者テスト参加申込書の提出期限(26日) 

2004年 1月 

 
 
○清算資格取得承認申請書等の提出期限（16日） 
 
 
○清算資格取得の承認（下旬予定） 
 

 
 
○参加者テスト（10日） 

2004年 2月 

 
○移行日・清算資格付与日（2日） 
 

 
○各種ＷＡＮの変更 

 

                                                   
※１ 今回新規にＪＳＣＣＷＡＮを利用される参加者が対象 
※２ ＪＳＣＣＷＡＮ利用申請申請が到着次第、順次、「ＪＳＣＣＷＡＮ利用承諾書」及び管理者ユーザＩＤ・パスワードを記載した「サイト設定通知
書」を送付 



別添１ 

提出書類一覧 【提出期限：平成１６年１月１６日（金）】 

 

NO 書 類 名 備考 確認欄 

１ 清算資格取得承認申請書  
□ 

２ 清算参加者契約書 ・取得する清算資格の種類ごとに提出が必要 
□ 

３ 取引証拠金等に関する連絡用ＦＡＸ番号届出書  
□ 

４ 日常業務代行者選任・解任届出書、日常業務代行者の役職名・印鑑・業務範囲変更届出書 
・選任しない場合は提出不要 
・添付書類：日常業務代行者の代行業務範囲、印

鑑票 
・原則部長級相当職以上の役職員から選任 

□ 

【現在当社の現物取引に係る清算資格を有しない申請者のみ提出が必要な書類】 

５ 清算資格取得申請者の概要  
□ 

６ 登記簿謄本（写）  
□ 

７ 印鑑証明書 ・「清算資格取得承認申請書」に押印する代表者印

に係る印鑑証明書 □ 

８ 清算参加者代表者選任届出書 
・添付書類：履歴書（清算参加者代表者に選任す

る者が、現在、東証の清算参加者代表者である

場合には提出不要）、印鑑票 
□ 

９ 決済業務責任者選任届出書 ・原則部長級相当職以上の役職員から選任 
□ 

10 各種手数料に係る銀行選定届出書 ・清算手数料の引落しに使用する口座の届出 
・【複写式】２枚目にも押印が必要 □ 

11 担当部署等届出書《総務（事務手続）・経理（手数料） 関係》  
□ 

12 モニタリング調査表連絡先の報告書 ・証券会社又は外国証券会社のみ提出 
□ 

以上 



平成  年  月  日 

株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長 山下 剛正  殿 

 

 

商 号 又 は 名 称 

（英文商号又は名称）注1 

（コード） 
 

本 店 の 所 在 地 
（日本における主たる 

支 店 の 所 在 地 ）注2 

 
代表者の役名・氏名              印注 4 

（日本における代表者）注3 

 
 

清算資格取得承認申請書 
 

 

下記のとおり、清算資格の取得の申請を行います。 

 

 

記 

 

 

○取得申請を行う清算資格の種類及び区分 

 

１ 株券オプション清算資格（自社） 
 
４ 株券オプション清算資格（他社） 

２ 国債先物等清算資格（自社） 
 
５ 国債先物等清算資格（他社） 

３ 株価指数先物等清算資格（自社） 
 
６ 株価指数先物等清算資格（他社） 

 
※取得申請を行う「清算資格の種類及び区分」を○印で囲んでください。 

 
 
 
 

以上 
 
 
【記載上の注意事項】 

1. 定款に英文商号を記載していない場合はロゴマーク等で日常使用しているものを記載してください。 
2. 外国証券会社又は外国銀行の申請者の方のみ記載してください。 
3. 外国証券会社又は外国銀行の申請者の方は日本における代表者を記載してください。 
4. （代表者）登記印を押印してください。ただし、既に当社の清算資格を有している申請者の方は、清算
参加者代表者印として当社に届出済みの印を押印してください。 

 
 



（株券オプション清算参加者用） 
(内国法人用) 

（注）「代表者名」欄は、代表者が記名・押印（届出印）又は署名してください。 

清算参加者契約書 
 

平成１６年２月２日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長   山 下 剛 正  殿 
 

所 在 地 
 

商号 又は 名称 
 

代表者名               印 
                     
 
 当  は、株式会社日本証券クリアリング機構（以下「貴社」という。）の株券オプション
清算参加者として、次の事項を承諾します。 
 
１．貴社が現に制定している及び将来制定又は改正することのある業務方法書その他の規

則（以下「規則」という。）に従い、また、これを遵守すること。 
２．規則に基づいて貴社が行う、清算資格の取消し、債務引受けの停止その他の措置に従

うこと。 
３．当  が清算資格を喪失する場合は、その喪失について当  が一切の責任を負い、貴社、
他の清算参加者、当  を指定清算参加者とする非清算参加者及び顧客に対し、一切迷惑
をかけないこと。 
４．貴社からこの契約の内容の変更について通知された場合で、当  が所定の期日までに
異議の申出をしないときは、その変更に同意したものとすること。 
５．当  と貴社との間の一切の訴訟については、東京地方裁判所のみをその管轄裁判所と
すること。 

 
以  上 

 
 



（国債先物等清算参加者用） 
(内国法人用) 

（注）「代表者名」欄は、代表者が記名・押印（届出印）又は署名してください。 

清算参加者契約書 
 

平成１６年２月２日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長   山 下 剛 正  殿 
 

所 在 地 
 

商号 又は 名称 
 

代表者名               印 
                     
 
 当  は、株式会社日本証券クリアリング機構（以下「貴社」という。）の国債先物等清算
参加者として、次の事項を承諾します。 
 
１．貴社が現に制定している及び将来制定又は改正することのある業務方法書その他の規

則（以下「規則」という。）に従い、また、これを遵守すること。 
２．規則に基づいて貴社が行う、清算資格の取消し、債務引受けの停止その他の措置に従

うこと。 
３．当  が清算資格を喪失する場合は、その喪失について当  が一切の責任を負い、貴社、
他の清算参加者、当  を指定清算参加者とする非清算参加者及び顧客に対し、一切迷惑
をかけないこと。 
４．貴社からこの契約の内容の変更について通知された場合で、当  が所定の期日までに
異議の申出をしないときは、その変更に同意したものとすること。 
５．当  と貴社との間の一切の訴訟については、東京地方裁判所のみをその管轄裁判所と
すること。 

 
以  上 

 
 



（株価指数先物等清算参加者用） 
(内国法人用) 

（注）「代表者名」欄は、代表者が記名・押印（届出印）又は署名してください。 

清算参加者契約書 
 

平成１６年２月２日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長   山 下 剛 正  殿 
 

所 在 地 
 

商号 又は 名称 
 

代表者名               印 
                     
 
 当  は、株式会社日本証券クリアリング機構（以下「貴社」という。）の株価指数先物等
清算参加者として、次の事項を承諾します。 
 
１．貴社が現に制定している及び将来制定又は改正することのある業務方法書その他の規

則（以下「規則」という。）に従い、また、これを遵守すること。 
２．規則に基づいて貴社が行う、清算資格の取消し、債務引受けの停止その他の措置に従

うこと。 
３．当  が清算資格を喪失する場合は、その喪失について当  が一切の責任を負い、貴社、
他の清算参加者、当  を指定清算参加者とする非清算参加者及び顧客に対し、一切迷惑
をかけないこと。 
４．貴社からこの契約の内容の変更について通知された場合で、当  が所定の期日までに
異議の申出をしないときは、その変更に同意したものとすること。 
５．当  と貴社との間の一切の訴訟については、東京地方裁判所のみをその管轄裁判所と
すること。 

 
以  上 

 
 



（株券オプション清算参加者用） 
(外国法人用) 

（注）「代表者名」欄は、代表者が記名・押印（届出印）又は署名してください。 

清算参加者契約書 
 

平成１６年２月２日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長   山 下 剛 正  殿 
 

所 在 地 
 

商号 又は 名称 
 

代表者名               印 
                     
 
 当  は、株式会社日本証券クリアリング機構（以下「貴社」という。）の株券オプション
清算参加者として、次の事項を承諾します。 
 
１．貴社が現に制定している及び将来制定又は改正することのある業務方法書その他の規

則（以下「規則」という。）に従い、また、これを遵守すること。 
２．規則に基づいて貴社が行う、清算資格の取消し、債務の引受けの停止その他の措置に

従うこと。 
３．当  が清算資格を喪失する場合は、その喪失について当  が一切の責任を負い、貴社、
他の清算参加者、当  を指定清算参加者とする非清算参加者及び顧客に対し、一切迷惑
をかけないこと。 
４．貴社からこの契約の内容の変更について通知された場合で、当  が所定の期日までに
異議の申出をしないときは、その変更に同意したものとすること。 
５．当  と貴社との間の諸通知（授受する書類を含む。）は日本語で作成し、金額の表示に
ついては本邦通貨で表示したものにより行うこと。 
６．当  と貴社との間の一切の訴訟については、東京地方裁判所のみをその管轄裁判所と
すること。 

 
以  上 

 
 



（国債先物等清算参加者用） 
(外国法人用) 

（注）「代表者名」欄は、代表者が記名・押印（届出印）又は署名してください。 

清算参加者契約書 
 

平成１６年２月２日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長   山 下 剛 正  殿 
 

所 在 地 
 

商号 又は 名称 
 

代表者名               印 
                     
 
 当  は、株式会社日本証券クリアリング機構（以下「貴社」という。）の国債先物等清算
参加者として、次の事項を承諾します。 
 
１．貴社が現に制定している及び将来制定又は改正することのある業務方法書その他の規

則（以下「規則」という。）に従い、また、これを遵守すること。 
２．規則に基づいて貴社が行う、清算資格の取消し、債務の引受けの停止その他の措置に

従うこと。 
３．当  が清算資格を喪失する場合は、その喪失について当  が一切の責任を負い、貴社、
他の清算参加者、当  を指定清算参加者とする非清算参加者及び顧客に対し、一切迷惑
をかけないこと。 
４．貴社からこの契約の内容の変更について通知された場合で、当  が所定の期日までに
異議の申出をしないときは、その変更に同意したものとすること。 
５．当  と貴社との間の諸通知（授受する書類を含む。）は日本語で作成し、金額の表示に
ついては本邦通貨で表示したものにより行うこと。 
６．当  と貴社との間の一切の訴訟については、東京地方裁判所のみをその管轄裁判所と
すること。 

 
以  上 

 
 



（株価指数先物等清算参加者用） 
(外国法人用) 

（注）「代表者名」欄は、代表者が記名・押印（届出印）又は署名してください。 

清算参加者契約書 
 

平成１６年２月２日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長   山 下 剛 正  殿 
 

所 在 地 
 

商号 又は 名称 
 

代表者名               印 
                     
 
 当  は、株式会社日本証券クリアリング機構（以下「貴社」という。）の株価指数先物等
清算参加者として、次の事項を承諾します。 
 
１．貴社が現に制定している及び将来制定又は改正することのある業務方法書その他の規

則（以下「規則」という。）に従い、また、これを遵守すること。 
２．規則に基づいて貴社が行う、清算資格の取消し、債務の引受けの停止その他の措置に

従うこと。 
３．当  が清算資格を喪失する場合は、その喪失について当  が一切の責任を負い、貴社、
他の清算参加者、当  を指定清算参加者とする非清算参加者及び顧客に対し、一切迷惑
をかけないこと。 
４．貴社からこの契約の内容の変更について通知された場合で、当  が所定の期日までに
異議の申出をしないときは、その変更に同意したものとすること。 
５．当  と貴社との間の諸通知（授受する書類を含む。）は日本語で作成し、金額の表示に
ついては本邦通貨で表示したものにより行うこと。 
６．当  と貴社との間の一切の訴訟については、東京地方裁判所のみをその管轄裁判所と
すること。 

 
以  上 

 
 



   

平成   年   月   日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 

 企画業務グループ 御中 
 
 
 

取引証拠金等に関する連絡用ＦＡＸ番号届出書 
 
 
 
取引証拠金等に関する通知につきまして、下記のＦＡＸで受信いたします。 

 
 

記 
 
 
 清 算 参 加 者 名                                （参加者コード    ） 

 
 担 当 部 署                                        
 
 Ｆ Ａ Ｘ 番 号                                        
 
 担当者役職名・氏名                                        
 
 Ｔ Ｅ Ｌ 番 号                                        
 
 
※緊急取引証拠金の発動時や取引証拠金に係る障害発生時などに、当該ＦＡＸにより御連絡いたします。 

 
以  上 



 

平成  年  月  日 

 

株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長 山 下 剛 正 殿 

 

                    清 算 参 加 者 名 

 
清算参加者代表者名            印注 1 

 
 

日常業務代行者 選 任解 任 届出書 

 

下記のとおり、日常業務代行者を選任又は解任いたしますので、お届けいたします。 

 

記 
 

      ふ り が な 
役 職 名・氏   名注 2 

 

連 絡 先 電 話 番 号  

連絡先ファクシミリ番号  

代 行 業 務 の 範 囲 

 
       別  紙  参  照 
 
   別紙「日常業務代行者の代行業務範囲」のうち、 
   代行する業務を○印で囲んでください。 

使 用 す る 印 鑑 
（必ず職印を用いてください。） 

 

選 
 
 
 
 
 
 
 
 
任 

選 任 予 定 年 月 日   平成   年   月   日 

役 職 名・氏   名 
 

解 
 
任 解 任 予 定 年 月 日   平成   年   月   日 

（注）１．清算参加者代表者の届出印を押印してください。  
２．部長級相当職以上の役職者から選任してください。 

 
 
添付書類 
［選任の場合］ 
代行業務範囲・印鑑票（当社所定）１枚 



平成  年  月  日 

 

株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長 山 下 剛 正 殿 

 

                    清 算 参 加 者 名 

 
清算参加者代表者名            印注 

 

役 職 名 

日常業務代行者の 印 鑑 変更届出書 

業務範囲 

 

下記のとおり、日常業務代行者の役職名、印鑑又は業務範囲を変更いたしますので、お届けい

たします。 

 

 

記 
 

氏  名 
 

役 職 名 
（新しい役職名） （現在の役職名） 

印 
 
鑑 

使 用 す る 印 鑑 
 必ず職印を使用して 
 ください。 

（ 新 し い 印 鑑 ） （ 現 在 の 印 鑑 ） 

業 
務 
範 
囲 

変更後の業務範囲 

 
       別  紙  参  照 

 
   
別紙「日常業務代行者の代行業務範囲」のうち 
  代行する業務を○印で囲んでください。 

変 更 予 定 年 月 日    平成   年   月   日 

 
（注）清算参加者代表者の届出印を押印してください。  
 
添付書類 
［日常業務代行者の代行業務範囲又は印鑑変更の場合］ 
代行業務範囲・印鑑票（当社所定）１枚 

 



（証券会社・外国証券会社用） 

     日常業務代行者の代行業務範囲 
 

業 務 名 

代 
 
 
 
行 
 
 
 
業 
 
 
 
務 
 
 
 
範 
 
 
 
囲 

 
1． 本店その他の営業所の設置・廃止・変更事項届出 
2． 業務の内容又は方法・損失の危険の管理方法・業務分掌の方法・分別保管の方法の変更報告 
3． 大株主の変更に関する報告 
4． 指定市場開設者への加入・脱退等に関する報告 
5． モニタリング調査表 
6． （証券会社又は外国証券会社）営業報告書 
（証券金融会社）営業報告書又は中間決算状況表 

7． 決算概況表又は中間決算概況表 
8． 決済業務責任者に関する届出（日本証券決済㈱ 総務部 決済業務担当経由） 
9． 決済代金の授受に係る決済銀行の申請・変更に関する業務 
10． 国債 DVP決済に使用する口座の申請・変更に関する業務 
11． 清算預託金等の預託・返戻に係る銀行の申請・変更に関する業務 
12． 預り有価証券等残高証明に関する業務 
13． 受渡証明書発行願等に関する業務（日本証券決済㈱ 総務部 決済業務担当経由） 
14． 有価証券引渡票に関する業務（日本証券決済㈱ 総務部 決済業務担当経由） 
15． 清算預託金等の現金の預託及び引出しに関する業務 
16． 清算預託金等の代用有価証券の預託及び引出しに関する業務 
17． 手数料の納入に係る銀行の申請・変更に関する業務 
18． 建玉残高証明書発行願 
ａ．株券オプション取引 
ｂ．国債証券先物取引・国債先物オプション取引 
ｃ．株価指数先物取引・株価指数オプション取引 

19． 権利行使申告・割当証明書発行願 
ａ．株券オプション取引 
ｂ．国債先物オプション取引 
ｃ．株価指数オプション取引 

  
 
 

 
 

 

 

 

コード№ 

日常業務代行者 

（使用する印鑑） 

氏名・役職名 清算参加者名

  

使用開始年月日 

  



（登録金融機関用） 

  

 

 

コード№ 

日常業務代行者 

（使用する印鑑） 

氏名・役職名 清算参加者名

  

使用開始年月日 

  

     日常業務代行者の代行業務範囲 
 

業 務 名 

代 
 
 
 
行 
 
 
 
業 
 
 
 
務 
 
 
 
範 
 
 
 
囲 

 
1． 証券業務を営む本店その他の営業所又は主たる事務所その他の事務所の設置・廃止・変更事項

  届出 
2． 証券業務に係る業務の内容又は方法・損失の危険の管理方法・業務分掌の方法・分別保管の方

  法の変更報告 
3． 大株主の変更に関する報告 
4． 指定市場開設者への加入・脱退等に関する報告 
5． （他社清算参加者）主要勘定状況表 
6． 業務報告書又は中間業務報告書 
7． 決済業務責任者に関する届出（日本証券決済㈱ 総務部 決済業務担当経由） 
8． 決済代金の授受に係る決済銀行の申請・変更に関する業務 
9． 国債 DVP決済に使用する口座の申請・変更に関する業務 
10． 清算預託金等の預託・返戻に係る銀行の申請・変更に関する業務 
11． 預り有価証券等残高証明に関する業務 
12． 受渡証明書発行願等に関する業務（日本証券決済㈱ 総務部 決済業務担当経由） 
13． 有価証券引渡票に関する業務（日本証券決済㈱ 総務部 決済業務担当経由） 
14． 清算預託金等の現金の預託及び引出しに関する業務 
15． 清算預託金等の代用有価証券の預託及び引出しに関する業務 
16． 手数料の納入に係る銀行の申請・変更に関する業務 
17． 建玉残高証明書発行願 
ａ．株券オプション取引 
ｂ．国債証券先物取引・国債先物オプション取引 
ｃ．株価指数先物取引・株価指数オプション取引 

18． 権利行使申告・割当証明書発行願 
ａ．株券オプション取引 
ｂ．国債先物オプション取引 
ｃ．株価指数オプション取引 

 



 

清算資格取得申請者の概要 
 

 

 
 

 
 

 

 
１．財務の状況 

 
【証券会社・外国証券会社】 

項目 平 15年 3月末 平 15年 9月末 平 15年 11月末 

資 本 の 額 
（ 持 込 資 本 金 の 額 ） 
【 円 換 算 レ ー ト 】 

千円 
（    千円） 
【   ＝  円】 

千円 
（    千円） 
【   ＝  円】 

千円 
（    千円） 
【   ＝  円】 

純 財 産 の 額 千円 千円 千円 

自 己 資 本 規 制 比 率 ％ ％ ％ 

注１：外国証券会社については、持込資本金の額についても併せて記載してください。 
注２：「資本の額」「持込資本金の額」及び「純財産の額」については円換算した金額で記載してください。 
注３：「自己資本規制比率」は小数点第１位まで記載してください（小数点第２位を四捨五入）。 

 
 
【登録金融機関】 

項目 平 15年 3月末 平 15年 9月末 

資 本 の 額 
出 資 の 額 

 
【 円 換 算 レ ー ト 】 

 
千円 

 
 

【   ＝  円】 

 
千円 

 
 

【   ＝  円】 

純 資 産 の 額 千円 千円 

自 己 資 本 比 率 （ 単 体 ） 
自 己 資 本 比 率 （ 連 結 ） 
（海外営業所又は事業所の有無） 
ソルベンシー・マージン比率 

％ 
％ 

（ 有 ・ 無 ） 
％ 

％ 
％ 

（ 有 ・ 無 ） 
％ 

注１：「資本の額」又は「出資の額」及び「純資産の額」については円換算した金額で記載してください。 

注２：「自己資本比率」は小数点第 2位まで（小数点第 3位を四捨五入）、「ソルベンシー・マージン比率」
は小数点第 1位まで（小数点第２位を四捨五入）記載してください。 

 
 
 

 
 

 
商 号 又 は 名 称                 
担 当 者 部 署 名                 
担当者役職名・氏名                 
（連絡先電話番号）                



 

２．その他の提出書類 
 
下表の「書類名」欄に記載する各書類を提出してください。ただし、下表「貴社における対応」欄の“同

意”（貴社が各提出書類と同一の内容を含む書類を東証に提出している場合において、当社が当該書類の記載

内容を東証に照会又は閲覧することに貴社が同意することをいいます。）を選択された書類については、当社

への提出を省略することができます。 

 
 

書類名 備考 
貴社における対応 
（同意・非同意のどちらかを 

○で囲んでください） 

１ 大株主の状況【参考：ひな型１】  
同意  ・ 非同意 

（提出不要）  （要提出） 

２ 

役員の状況【参考：ひな型２】及び

役員の履歴書（クリアリング機構所

定の履歴書【参考：ひな型４】又は

当該履歴書の内容を含む他の書式の

履歴書） 

・ 登録金融機関につきまして

は、代表権を有する役員及び

証券業務を担当する役員に

ついて記載してください。 

・ 清算参加者代表者に選任さ

れる方の履歴書のみ書名又

は記名・押印が必要となりま

す。【参考：ひな型３】 

同意  ・ 非同意 

（提出不要）  （要提出） 

３ 

損失の危険の管理方法、業務分掌の

方法その他の業務の内容及び方法

（認可証券業務に係るものを除く。）

に係る定め 

1） 業務方法書（国債証券等の先

物取次業務（ディーリング業

務）・投資信託受益証券等の

窓口販売業務） 

2） 組織規程（国債証券等・投資

信託受益証券等 

3） 損失の危険の管理方法 

4） 顧客資産の分別保管に関す

る規程 

同意  ・ 非同意 

（提出不要）  （要提出） 

４ 
本店その他の営業所又は主たる事務

所その他の事務所の状況 

・ 登録金融機関につきまして

は、証券業務を営む全営業所

又は事務所の名称、所在地を

記載した書面を提出してく

ださい。[登録申請書別添 3]

同意  ・ 非同意 

（提出不要）  （要提出） 

 

以    上 

 



 

【参考】ひな型１：大株主の状況（上位 10名） 
【最近の株主名簿の閉鎖時又は基準日（平成  年  月  日）】 

 株主名 持株数 持株比率 大株主の概要 

１     
２     
３     
４     
５     
６     
７     
８     
９     
10     
１ ～ 1 0 位 ま で の 小 計    
そ  の  他           人   － 
合 計   － 
注１：持株比率は、小数点第１位まで記載してください（小数点第２位を四捨五入）。 
注２：大株主の概要欄には国籍・所在地、職業・業種、貴社との関係等について記載してください。 
注３：種類株式、優先株式等を発行している場合には、別途、同様の書式で記載してください。 

 
【参考】ひな型２：役員の状況 

他の会社の役員への就任の有無 
役    名 代表権 氏   名 

 （就任先の名称） 

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

 有・無  有・無  

注１：全役員（取締役・監査役・執行役）について記載してください。なお、登録金融機関につきまし

ては、代表権を有する役員及び証券業務を担当する役員について記載してください。 
注２：非常勤役員については、役名欄に△印を付してください。 
注３：今後、新任、退任及び役名変更等が予定されている場合は、その旨記載してください｡ 
注４：他の会社の役員への就任の有無及び就任先の名称については、就任先すべてを記載してください。

なお、登録金融機関につきましては当該欄の記載は不要となります。 



 

【参考】ひな型３：履歴書（清算参加者代表者用） 
 

履 歴 書 
 

ふ り が な 
氏   名  

生 年 月 日 大・昭   年   月   日生（   才） 

現 住 所 

〒 
 
 
 
 
      ℡(    )    －     

 
職  歴 

     年    月  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

賞  罰 
   

   

 
上記の記載事項は事実に相違ないことを確認いたします。 
 平成   年   月   日 
 

署 名 
又は 
記名 ･押印             印 



 

【参考】ひな型４：履歴書 
履 歴 書 

 
 

ふ り が な 
氏   名  

生 年 月 日 大・昭   年   月   日生（   才） 

現 住 所 

〒 
 
 
 
 
      ℡(    )    －     

 
職  歴 

     年    月  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
賞  罰 

   

   

 



 

平成  年  月  日 

株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長 山 下 剛 正 殿 

 

 

商 号 又 は 名 称 

（コード）       （    ） 
 

代 表 者 名            印注 1 

 
 

清算参加者代表者選任届出書 

 

下記のとおり、清算参加者代表者を選任いたしますので、お届けいたします。 

 

記 
 
 

証 券 会 社 
内国金融機関 

１．代表取締役[代表執行役]社長、会長又は頭取（理事長） 
２．その他の代表取締役[代表執行役]（その他の代表理事） 

資 格 要 件 の 区 分注2 

外国証券会社 
外国金融機関 

１．取締役又は執行役である日本における代表者 
２．取締役又は執行役と同等以上の地位にある日本における代表者 

     ふ り が な 
役職名・氏   名注 3 

 

使 用 す る 印 鑑 
（必ず職印を用いてください。） 

 

（注）１．代表者登記印を押印してください。 
２．該当事項を○印で囲んでください。 
３．本邦内に居住し、本邦内の本店その他の営業所に常勤する他の会社の常務に従事していない方から選

任してください。 
 
 
添付書類 

1. 印鑑票（当社所定） 
2. 履歴書（現在、東証の清算参加者代表者として選任している方以外を選任する場合） 



 

 
 
 
 
  

 

 

コード№ 

清算参加者代表者

（使用する印鑑） 

氏名・役職名 清算参加者名

  

使用開始年月日 

 

 

 



 

平成  年  月  日 

 

株式会社日本証券クリアリング機構 
代表取締役社長 山 下 剛 正 殿 

 

 

清 算 参 加 者 名 

 
コード（         ） 

 

清算参加者代表者名              印注 1 

 

 

 

決済業務責任者選任届出書 
 

 

下記のとおり、決済業務責任者を選任いたしますので、お届けいたします。 

 

 

記 

 

 

部  署  名 

 

     ふ り が な 
役職名・氏    名注2 

 

[電話番号]  

連 絡 先 

［ＦＡＸ］  

 
 (注)１．清算参加者代表者の届出印を押印してください。 
２．原則として部長級相当職以上の役職者から選任してください。 

 
 
 



平成  年  月  日 
 
株式会社日本証券クリアリング機構 御中 

    参加者名             
      参加者コード（         ） 

提出責任者 
     役職名 
     氏 名            印 

 
 

担当部署等届出書《総務（事務手続）・経理（各種手数料）関係》 

 
 
１．総務（事務手続）関係 

担 当 部 署 名         

担 当 者 名  

電 話 番 号 
（    ）－（      ）－（      ） 

 
（    ）－（      ）－（      ） 

 
 
２．経理（各種手数料）関係 

担 当 部 署 名         

担 当 者 名  

電 話 番 号 
（    ）－（      ）－（      ） 

 
（    ）－（      ）－（      ） 

請求書送付先住所 
〒 
 
 

 
（注１）電話番号は必ず 2箇所記入してください。担当者は複数記入可。 

（注 2）届出内容に変更のあった場合は、必ず、再提出してください。 

 
以  上 

 



会社名

Sheet No 調査表名称 部署名 役職 担当者名 電話番号

1－1～4 自己資本規制比率

2－1～2 主要勘定残高

2－3～4 業務の状況

モニタリング調査表連絡先報告書

（注）連絡先等に変更があった場合には、随時ご連絡下さい。

E‐Mail ： inquiry@jscc.co.jp


